
 

兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢者医療一部負担金等の

免除の特例に関する規則 

平成２３年６月１８日 

規則第５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第６

９条第１項第２号及び東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する

法律（平成２３年法律第４０号。以下「災害特別法」という。）第７３条から第７７条

までの規定に基づき、災害特別法第２条第１項に規定する東日本大震災（以下「東日本

大震災」という。）の被災者に対し兵庫県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」

という。）が行う後期高齢者医療の一部負担金の免除並びに入院時食事療養費及び入院

時生活療養費等の額の特例措置（以下「一部負担金等の免除」という。）に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（一部負担金等の免除の要件） 

第２条 広域連合長は、次の各号のいずれかに該当したことにより、一部負担金等を支払

うことが困難と認められる被保険者（以下「免除対象被保険者」という。）に対し一部

負担金等の免除をすることができる。 

(1) 平成２３年３月１１日に災害特別法第２条第３項に規定する特定被災区域（以下

「特定被災区域」という。）に住所を有していた者であって、東日本大震災による被

害を受けたことにより、住家の全半壊、全半焼又はこれに準ずる被災をしたもの 

(2) 平成２３年３月１１日に特定被災区域に住所を有していた者であって、東日本大震

災による被害を受けたことにより、その者の属する世帯の主たる生計維持者が死亡し、

又は重篤な傷病を負ったもの 

(3) 平成２３年３月１１日に特定被災区域に住所を有していた者であって、東日本大震

災による被害を受けたことにより、その者の属する世帯の主たる生計維持者の行方が

不明であるもの 

(4) 平成２３年３月１１日に特定被災区域に住所を有していた者であって、東日本大震

災による被害を受けたことにより、その者の属する世帯の主たる生計維持者が業務を

廃止し、又は休止したもの 

(5) 平成２３年３月１１日に特定被災区域に住所を有していた者であって、東日本大震

災による被害を受けたことにより、その者の属する世帯の主たる生計維持者が失職し、

現在収入がないもの 

(6) 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号。以下「原災法」とい

う。）第２０条第２項の規定による警戒区域及び計画的避難区域の設定に係る原子力

災害対策本部長の指示の対象となっていた者であって同項の規定による原子力災害対

策本部長の指示による帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域から東

日本大震災発生後に他市区町村に転出したもの 

(7) 原災法第２０条第２項の規定による旧避難指示区域等に係る原子力災害対策本部長

の指示があった区域及び指定が解除された特定避難勧奨地点（原災法第１７条第９項



 

の規定により設置された原子力災害現地対策本部の長が、事故発生後１年間の積算線

量が２０ミリシーベルトを超えると推定されるとして特定した住居をいう。）に居住

していた者（上位所得層（世帯に属する後期高齢者医療の被保険者について、一部負

担金等の免除の期間の属する年の前年（一部負担金等の免除の期間が１月から７月ま

での場合にあっては、前々年）の高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９

年政令第３１８号）第１８条第１項第２号に規定する基礎控除後の総所得金額等を合

算した額が、６００万円を超える世帯。以下同じ。）の者を除く。） 

(8) 原災法第２０条第２項の規定による旧居住制限区域等に係る原子力災害対策本部長

の指示があった区域に居住していた者（上位所得層の者を除く。） 

(9) 前各号に準ずる者として広域連合長が認めたもの 

（一部負担金等の免除措置の期間） 

第３条 一部負担金等の免除措置は、次に掲げる期間とする。 

(1) 前条第１号から第５号までに該当する者 平成２３年３月１１日から平成２４年９

月３０日まで。ただし、前条第３号に該当する場合は、平成２４年９月３０日までの

間においてその者の属する世帯の主たる生計維持者の行方が明らかとなるまで 

(2) 前条第６号に該当する者 警戒区域若しくは計画的避難区域の設定に係る原子力災

害対策本部長の指示又は原子力災害対策本部の長の特定があった日から令和７年２月

２８日まで。ただし、令和７年２月２８日までの間において当該指示又は特定が解除

されたときは、広域連合長が別に定める日まで 

(3) 前条第７号に該当する者 それぞれ当該指示又は特定があった日から令和７年２月

２８日まで 

(4) 前条第８号に該当する者 それぞれ当該指示又は特定があった日から令和７年２月

２８日まで。 

(5) 入院時食事療養費及び入院時生活療養費等の額の特例に係るもの 平成２３年３月

１１日（前条第６号及び第７号に該当する者にあっては、それぞれ当該指示があった

日）から平成２４年２月２９日まで 

(6) 前条第９号に該当する者 広域連合長が別に定める期間 

（申請の手続） 

第４条 一部負担金等の免除を受けようとする被保険者は、東日本大震災後期高齢者医療

一部負担金等免除申請書（様式第１号）に、第２条各号のいずれかに該当することを証

明する書類その他広域連合長が必要と認める書類を添付して申請しなければならない。 

２ 前項に規定する書類は、それぞれ広域連合長が別に定めるものとする。 

（免除証明書の交付） 

第５条 広域連合長は、前条の申請書を受理したときは、速やかにその適否を決定し、東

日本大震災後期高齢者医療一部負担金等免除証明書（様式第２号。以下「免除証明書」

という。）を交付し、又は東日本大震災後期高齢者医療一部負担金等免除申請却下通知

書（様式第３号）により当該被保険者に対し通知するものとする。 

２ 広域連合長は、第２条第６号及び第７号に該当する者に対し、有効期限を更新した免

除証明書を交付するものとする。 

（免除証明書の提示） 



 

第６条 前条の免除証明書の交付を受けた被保険者は、保険医療機関等において療養の給

付等を受けようとするときは、被保険者証に免除証明書を添えて当該保険医療機関等に

提示しなければならない。 

（一部負担金等の免除の取消し） 

第７条 広域連合長は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに一部負担金等の免

除を取り消し、その旨を東日本大震災後期高齢者医療一部負担金等免除認定取消通知書

（様式第４号）により通知するものとする。 

(1) 第２条第３号に該当する者については、平成２４年９月３０日までの間においてそ

の者の属する世帯の主たる生計維持者の行方が明らかとなったとき。 

(2) 第２条第６号に該当する者については、令和７年２月２８日までの間において当該

指示又は特定が解除され、一部負担金等の免除措置期間が終了したとき。 

(3) 偽りの申請その他不正な行為により、一部負担金等の免除を受けていたことが判明

したとき。 

２ 広域連合長は、前項の場合において、その者が既に保険医療機関等において療養の給

付等を受けていたときは、直ちに一部負担金等の免除を取り消した旨及び取り消した日

を当該保険医療機関等に通知するものとする。 

３ 広域連合長は、第１項の規定により一部負担金等の免除を取り消したときは、その者

から免除により支払を免れた一部負担金等の額に相当する金額を徴収する。 

（免除証明書の返還） 

第８条 免除証明書の交付を受けた被保険者は、前条の規定により一部負担金等の免除が

取り消されたときのほか、被保険者資格を喪失した場合又は免除証明書の有効期間が終

了した場合には、免除証明書を返還しなければならない。ただし、当該被保険者が転出

により他の後期高齢者医療広域連合の被保険者となるときは、返還は行わず、新たに加

入することとなる後期高齢者医療広域連合に提出するものとする。 

（一部負担金等の還付） 

第９条 次に掲げる者が第３条各号に定める一部負担金等の免除措置の期間において、保

険医療機関等に支払った一部負担金等については、市町を通じて後期高齢者医療療養費

支給申請書（様式第５号）により広域連合長に申請を行い、還付を受けることができる。

ただし、既に高額療養費の支給を受けている場合等においては、当該支給額を控除した

額を還付するものとする。 

(1) 平成２３年６月３０日までの間に一部負担金等の支払を行った免除対象被保険者 

(2) 平成２３年７月１日以後において、広域連合の理由によって免除証明書の交付を受

けていない免除対象被保険者その他の免除証明書を保険医療機関等に提出しなかった

ことがやむを得ないと認められる免除対象被保険者 

（重複適用の禁止） 

第１０条 この規則に定める一部負担金等の免除の適用があるときは、兵庫県後期高齢者

医療広域連合後期高齢者医療に関する規則（平成２０年兵庫県後期高齢者医療広域連合

規則第１号）第１４条に規定する一部負担金の免除に関する規定は適用しない。 

（補則） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、広域連合長が定める。 



 

   附 則 

 （施行期日等） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２３年３月１１日から適用する。 

   附 則（平成２４年２月２９日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成２５年２月２８日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月２４日規則第１号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成２６年３月の一部負担金

から適用し、平成２６年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

 附 則（平成２７年３月１９日規則第２号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成２７年３月の一部負担金

から適用し、平成２７年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

 附 則（平成２８年３月２８日規則第４号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成２８年３月の一部負担金

から適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（平成２９年３月３１日規則第２号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成２９年３月の一部負担金

から適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（平成３０年３月２９日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢



 

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成３０年３月の一部負担金

から適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２６日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、平成３１年３月の一部負担金

から適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月２７日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

（適用区分）  

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、令和２年３月の一部負担金か

ら適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（令和３年３月２２日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。  

（適用区分）  

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、令和３年３月の一部負担金か

ら適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（令和４年３月１８日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。  

（適用区分）  

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、令和４年３月の一部負担金か

ら適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月３０日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

（適用区分）  

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、令和５年３月の一部負担金か

ら適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年３月２９日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。  



 

（適用区分）  

２ この規則による改正後の兵庫県後期高齢者医療広域連合東日本大震災に係る後期高齢

者医療一部負担金等の免除の特例に関する規則の規定は、令和６年３月の一部負担金か

ら適用し、同年２月までの一部負担金については、なお従前の例による。 

 


